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【事務連絡者氏名】 執行役員　経営財務会計部長　　大坪　清高

【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券

【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当　　　　　　　　　　　　　　０円

新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払

い込むべき金額の合計額を合算した金額

1,302,000,000円

（注）１．本募集は、平成22年６月29日開催の当社定時株主

総会の特別決議及び同日開催の当社取締役会決議

に基づき、ストックオプションを目的として新株

予約権を発行するものであります。

２．募集金額は、ストックオプションとしての目的で

発行することから無償で発行するものといたしま

す。また、新株予約権の発行価額の総額に新株予約

権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合

算した金額は、本有価証券届出書提出時の見込額

であります。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行新株予約権証券】

（１）【募集の条件】

発行数 620,000個

発行価額の総額 ０円

発行価格 ０円

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 平成22年７月20日

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所 大塚ホールディングス株式会社　総務部

払込期日 無償にて発行するため払込期日はありません。

割当日 平成22年７月22日

払込取扱場所 無償にて発行するため払込取扱場所はありません。

　（注）１．本新株予約権証券は、平成22年６月29日開催の当社第２期定時株主総会における、その募集事項の決定を当社取締役

会に委任する旨の決議及び同日開催の当社取締役会における募集事項決定の決議に基づき発行されるものであり

ます。

２．申込の方法は、申込期間内に、当社指定の新株予約権申込書を提出して、平成22年７月22日当社との間で新株予約権

割当契約を締結することといたします。

３．本新株予約権の募集は、当社の執行役員、当社子会社の取締役、監査役及び執行役員の当社又は当社グループの連結

業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的としたストックオプションの目的をもって行うものであり、当社

の執行役員、当社子会社の取締役、監査役及び執行役員に対して行うものであります。対象となる人数及び内訳は以

下のとおりです。

割当対象者 人数 割当数

当社執行役員 5名 42,000個

当社子会社の取締役 31名 348,000個

当社子会社の監査役 4名 32,000個

当社子会社の執行役員 21名 198,000個

合計 61名 620,000個
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（２）【新株予約権の内容等】

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式

新株予約権の目的となる

株式の数

620,000株

各新株予約権の目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は１株とする。

但し、付与株式数は下記（注）１．の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使時の払

込金額

新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使によ

り交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）

に、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。

行使価額は、2,100円とする（（注）２）。

但し、行使価額は下記（注）３．の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

1,302,000,000円

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額は、本有価証券届

出書提出時の見込額である。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１．発行価格

１株当たりの発行価格は、行使価額と同額とする。

２．資本組入額

(1）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会

社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げることとする。

(2）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額

は、上記(1)の資本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減

じた額とする。

新株予約権の行使期間 平成24年７月23日から平成27年７月31日までとする。

新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所

大塚ホールディングス株式会社　総務部又は当社が別途定める部署

東京都港区港南二丁目16番４号

品川グランドセントラルタワー12階

２．新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社阿波銀行　東京支店

（又は当該銀行の承継銀行若しくは当該支店の承継支店）

新株予約権の行使の条件 １．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、保有する新株

予約権の行使の時点において、新株予約権の割当てを受けた時点に有していた当社

又は当社の子会社における地位になければならない。但し、当社取締役会で認める場

合はこの限りではない。

 ２．新株予約権者が、当社又は当社の子会社の取締役会の事前の承諾なくして、他社の役

職員に就任し、もしくは就任することを承諾した場合又は当社もしくは当社の子会

社の事業と直接的もしくは間接的に競合する事業を営んだ場合には、新株予約権者

は新株予約権を行使できないものとする。

 ３．新株予約権者に法令又は当社もしくは当社の子会社の内部規律に対する重大な違反

行為があった場合、新株予約権者は新株予約権を行使できないものとする。

 ４．新株予約権者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をすることができないもの

とする。

 ５．新株予約権者が死亡した場合には、新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使する

ことはできない。

 ６．新株予約権の１個を分割して行使することはできない。

 ７．その他の新株予約権の行使の条件は、当社取締役会決議に基づいて、当社及び新株予

約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

１．当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要の場合には、取締役会決議がなされた場合）、又は当社が完全子会社となる株式

交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要の場合には、取締役会決議がなされた場合）には、当社は、当社取締役会が別途

定める日の到来をもって、行使されていない新株予約権を無償で取得することがで

きる。

 ２．新株予約権者が、上記「新株予約権の行使の条件」により新株予約権を行使するこ

とができなくなった場合には、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、当該新株予約権者の有する新株予約権を無償で取得することができる。

 ３．新株予約権者が書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合

には、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償

で取得することができる。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換

又は株式移転（これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）を行う場合において

は、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において新株予約権を保有する新株予約権

者に対し、会社法第236条第１項第８号イ乃至ホに掲げる株式会社（以下「再編対象会

社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合において

は、残存する新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を発行するものとす

る。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定

めた場合に限るものとする。

 １．交付する再編対象会社の新株予約権の数

 組織再編行為の効力発生日の直前の時点において新株予約権者が保有する新株予約

権の数と同一の数とする。

 ２．新株予約権の目的である株式の種類

 再編対象会社の普通株式とする。

 ３．新株予約権の目的である株式の数

 組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準

じて決定する。

 ４．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

 交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条

件等を勘案の上調整した再編後の行使価額に上記３．に従って決定される当該新株

予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

 ５．新株予約権を行使することができる期間

 交付される新株予約権を行使することができる期間は、上記「新株予約権の行使期

間」に定める期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、上

記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の満

了日までとする。

 ６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備

金に関する事項

 上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入

額」に準じて決定する。

 ７．新株予約権の取得事由及び行使の条件

 新株予約権の取得事由及び行使の条件は、上記「自己新株予約権の取得の事由及び

取得の条件」及び「新株予約権の行使の条件」の定めに準じて、組織再編行為の際

に当社取締役会で定める。
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 ８．譲渡による新株予約権の取得の制限

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社取締役会の承認を要する。

　（注）１．付与株式数の調整

新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」といいます。）後に、株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目

的である株式の数は、次の算式により調整され、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てることといたします。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割又は併合の比率

また、上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、株式の無償割当て

を行う場合その他新株予約権の目的である株式の数の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で

適切に新株予約権の目的となる株式の数の調整を行うものとします。

なお、上記の調整は、新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われることといたします。

２．新株予約権の行使価額の算定根拠等

当社は、非上場会社であり、市場において形成される株価に基づいて行使価額を算定することができないため、新株

予約権の行使価額を決定するにあたり、第三者機関に対して、当社の株価の算定を依頼いたしました。当社取締役会

は、当該第三者機関が類似会社比較法を踏まえて算定した株価を参考に、当社が平成20年９月30日及び12月25日を

払込期日として実施した第三者割当増資時の発行価額が25,000円であったこと、その後、平成21年６月30日付けで

１株を20株とする株式分割を行ったこと（第三者割当増資時の発行価額25,000円の20分の１は1,250円となりま

す。）及び直前連結会計年度末の１株当たりの純資産額が1,964円70銭となることなども併せて考慮して、取締役会

において十分に協議した上で、１株当たりの行使価額を2,100円と決定いたしました。

なお、上記のとおり、当社は、第三者機関による株価の算定結果のみならず、その他の諸要素も考慮した上で新株予

約権の行使価額を決定していることから、第三者機関の名称は公表しておりません。

３．行使価額の調整

割当日後に、当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げることといたします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

上記のほか、新株予約権の割当日後に当社が他社と合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、株式の無償

割当てを行う場合その他行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で適切に行使価額の

調整を行うものとします。

４．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる

ものとする。

 

（３）【新株予約権証券の引受け】

　該当事項はありません。
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２【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円）（注）１． 発行諸費用の概算額（円）（注）２． 差引手取概算額（円）

1,302,000,000 5,000,000 1,297,000,000

　（注）１．払込金額の総額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額を合算し

たものであり、本有価証券届出書提出時の見込額であります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合、新株予約権者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した

新株予約権を消却した場合には、払込金額の総額は減少いたします。

 

（２）【手取金の使途】

　本新株予約権の募集は、当社の執行役員、当社子会社の取締役、監査役及び執行役員の当社又は当社グループの連結

業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的としたストックオプションの目的をもって行うものであり、資金調

達を目的としておりません。したがって、本新株予約権は無償で発行されるものであり、新規発行による手取金は発生

いたしません。

　また、新株予約権の行使による資金の払込みは、新株予約権者の判断によるため、現時点でその金額及び時期を資金

計画に織り込むことは困難であります。したがって、手取金は、運転資金等に充当する予定でありますが、具体的な金

額については行使による払込みのなされた時点の状況に応じて決定いたします。

 

第２【売出要項】
 

　該当事項はありません。
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【募集又は売出に関する特別記載事項】
 

　当社は、ストックオプション制度を採用しており、本有価証券届出書に記載された新株予約権以外に、平成22年７月22日を割

当日として、以下の新株予約権を対象者にそれぞれ割り当てることとしております。

 

（平成22年６月29日定時株主総会決議及び取締役会決議）

①　会社法第236条、第238条、及び第239条の規定に基づき、平成22年６月29日第２期定時株主総会終結の時に在任する当社取

締役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行すること及び募集事項の決定を当社取締役会に委任することに

ついて、平成22年６月29日の定時株主総会において特別決議を経た上で、同日開催の取締役会において募集事項を決定い

たしました。

決議年月日 平成22年６月29日

付与対象者の区分及び人

数（名）

当社取締役　11

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式

株式の数（株） 490,000株

各新株予約権の目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は１株とする。

但し、付与株式数は下記（注）１．の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使時の払

込金額（円）

新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使によ

り交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）

に、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。

行使価額は、１円とする。

新株予約権の行使期間 平成24年７月23日から平成27年７月31日まで。

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関す

る事項

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

（注）３

　（注）１．新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」といいます。）後に、株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目

的である株式の数は、次の算式により調整され、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てることとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割又は併合の比率

また、上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、株式の無償割当て

を行う場合その他新株予約権の目的である株式の数の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で

適切に新株予約権の目的となる株式の数の調整を行うものとする。

なお、上記の調整は、新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われることとする。

　（注）２．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりとする。

ａ．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、保有する新株予約権の行使の時点にお

いて当社の取締役の地位になければならない。但し、当社取締役会で認める場合はこの限りではない。

ｂ．新株予約権者が、当社又は当社の子会社の取締役会の事前の承諾なくして、他社の役職員に就任し、もしくは就

任することを承諾した場合又は当社もしくは当社の子会社の事業と直接的もしくは間接的に競合する事業を

営んだ場合には、新株予約権者は新株予約権を行使できないものとする。

ｃ．新株予約権者に法令又は当社もしくは当社の子会社の内部規律に対する重大な違反行為があった場合、新株予

約権者は新株予約権を行使できないものとする。

ｄ．新株予約権者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をすることができないものとする。

ｅ．新株予約権者が死亡した場合には、新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することはできない。

ｆ．新株予約権の１個を分割して行使することはできない。

ｇ．その他の新株予約権の行使の条件は、当社取締役会決議に基づいて、当社及び新株予約権者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところによる。

　（注）３．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりとする。
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当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（これらを総

称して、以下「組織再編行為」という。）を行う場合においては、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において

新株予約権を保有する新株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イ乃至ホに掲げる株式会社（以下「再編

対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存する新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

ａ．交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生日の直前の時点において新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数とする。

ｂ．新株予約権の目的である株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

ｃ．新株予約権の目的である株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「株式の数」に準じて決定する。

ｄ．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整した再

編後の行使価額に上記ｃ．に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じ

て得られる金額とする。

ｅ．新株予約権を行使することができる期間

交付される新株予約権を行使することができる期間は、上記「新株予約権の行使期間」に定める期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行

使することができる期間の満了日までとする。

ｆ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

イ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げることとする。

ロ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記イ．の資本金等増加

限度額から上記イ．に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

ｇ．新株予約権の取得事由及び行使の条件

新株予約権の取得事由及び行使の条件は、下記及び上記（注）２．の定めに準じて、組織再編行為の際に当社

取締役会で定める。

イ．当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合には、取締役

会決議がなされた場合）、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総会

で承認された場合（株主総会決議が不要の場合には、取締役会決議がなされた場合）には、当社は、当社取締

役会が別途定める日の到来をもって、行使されていない新株予約権を無償で取得することができる。

ロ．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）が上記（注）２．により、新株予約権を

行使することができなくなった場合には、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予

約権者の有する新株予約権を無償で取得することができる。

ハ．新株予約権者が書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合には、当社は、当社取締

役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償で取得することができる。

ｈ．譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社取締役会の承認を要する。

 

②　会社法第236条、第238条、及び第239条の規定に基づき、平成22年６月29日第２期定時株主総会終結の時に在任する当社監

査役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行すること及び募集事項の決定を当社取締役会に委任することに

ついて、平成22年６月29日の定時株主総会において特別決議を経た上で、同日開催の取締役会において募集事項を決定い

たしました。

決議年月日 平成22年６月29日

付与対象者の区分及び人

数（名）

当社監査役　４

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式
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株式の数（株） 32,000株

各新株予約権の目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は１株とする。

但し、付与株式数は下記（注）１．の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使時の払

込金額（円）

新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使によ

り交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）

に、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。

行使価額は、2,100円とする（（注）２）。

但し、行使価額は下記（注）３．の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使期間 平成24年７月23日から平成27年７月31日まで。

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関す

る事項

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

（注）５

　（注）１．新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」といいます。）後に、株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目

的である株式の数は、次の算式により調整され、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てることとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割又は併合の比率

また、上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、株式の無償割当て

を行う場合その他新株予約権の目的である株式の数の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で

適切に新株予約権の目的となる株式の数の調整を行うものとする。

なお、上記の調整は、新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われることとする。

　（注）２．新株予約権の行使価額の算定根拠等

当社は、非上場会社であり、市場において形成される株価に基づいて行使価額を算定することができないため、新株

予約権の行使価額を決定するにあたり、第三者機関に対して、当社の株価の算定を依頼いたしました。当社取締役会

は、当該第三者機関が類似会社比較法を踏まえて算定した株価を参考に、当社が平成20年９月30日及び12月25日を

払込期日として実施した第三者割当増資時の発行価額が25,000円であったこと、その後、平成21年６月30日付けで

１株を20株とする株式分割を行ったこと（第三者割当増資時の発行価額25,000円の20分の１は1,250円となりま

す。）及び直前連結会計年度末の１株当たりの純資産額が1,964円70銭となることなども併せて考慮して、取締役会

において十分に協議した上で、１株当たりの行使価額を2,100円と決定いたしました。

なお、上記のとおり、当社は、第三者機関による株価の算定結果のみならず、その他の諸要素も考慮した上で新株予

約権の行使価額を決定していることから、第三者機関の名称は公表しておりません。
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　（注）３．割当日後に、当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げることとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

上記のほか、新株予約権の割当日後に当社が他社と合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、株式の無償

割当てを行う場合その他行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で適切に行使価額の

調整を行うものとする。

　（注）４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりとする。

ａ．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、保有する新株予約権の行使の時点にお

いて当社の監査役の地位になければならない。但し、当社取締役会で認める場合はこの限りではない。

ｂ．新株予約権者が、当社又は当社の子会社の取締役会の事前の承諾なくして、他社の役職員に就任し、もしくは就

任することを承諾した場合又は当社もしくは当社の子会社の事業と直接的もしくは間接的に競合する事業を

営んだ場合には、新株予約権者は新株予約権を行使できないものとする。

ｃ．新株予約権者に法令又は当社もしくは当社の子会社の内部規律に対する重大な違反行為があった場合、新株予

約権者は新株予約権を行使できないものとする。

ｄ．新株予約権者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をすることができないものとする。

ｅ．新株予約権者が死亡した場合には、新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することはできない。

ｆ．新株予約権の１個を分割して行使することはできない。

ｇ．その他の新株予約権の行使の条件は、当社取締役会決議に基づいて、当社及び新株予約権者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところによる。

　（注）５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりとする。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（これらを総

称して、以下「組織再編行為」という。）を行う場合においては、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において

新株予約権を保有する新株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イ乃至ホに掲げる株式会社（以下「再編

対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存する新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

ａ．交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生日の直前の時点において新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数とする。

ｂ．新株予約権の目的である株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

ｃ．新株予約権の目的である株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「株式の数」に準じて決定する。

ｄ．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整した再

編後の行使価額に上記ｃ．に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じ

て得られる金額とする。

ｅ．新株予約権を行使することができる期間

交付される新株予約権を行使することができる期間は、上記「新株予約権の行使期間」に定める期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行

使することができる期間の満了日までとする。

ｆ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

イ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げることとする。

ロ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記イ．の資本金等増加

限度額から上記イ．に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

ｇ．新株予約権の取得事由及び行使の条件

新株予約権の取得事由及び行使の条件は、下記及び上記（注）４．の定めに準じて、組織再編行為の際に当社

取締役会で定める。

イ．当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合には、取締役

会決議がなされた場合）、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総会
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で承認された場合（株主総会決議が不要の場合には、取締役会決議がなされた場合）には、当社は、当社取締

役会が別途定める日の到来をもって、行使されていない新株予約権を無償で取得することができる。

ロ．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）が上記（注）４．により、新株予約権を

行使することができなくなった場合には、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予

約権者の有する新株予約権を無償で取得することができる。

ハ．新株予約権者が書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合には、当社は、当社取締

役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償で取得することができる。

ｈ．譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社取締役会の承認を要する。

 

③　会社法第236条、第238条、及び第239条の規定に基づき、平成22年６月29日第２期定時株主総会終結の時に在任する完全子

会社取締役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行すること及び募集事項の決定を当社取締役会に委任する

ことについて、平成22年６月29日の定時株主総会において特別決議を経た上で、同日開催の取締役会において募集事項を

決定いたしました。

決議年月日 平成22年６月29日

付与対象者の区分及び人

数（名）

完全子会社取締役　３

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式

株式の数（株） 150,000株

各新株予約権の目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は１株とする。

但し、付与株式数は下記（注）１．の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使時の払

込金額（円）

新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使によ

り交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）

に、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。

行使価額は、１円とする。

新株予約権の行使期間 平成24年７月23日から平成27年７月31日まで。

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関す

る事項

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

（注）３

　（注）１．新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」といいます。）後に、株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目

的である株式の数は、次の算式により調整され、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てることとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割又は併合の比率

また、上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、株式の無償割当て

を行う場合その他新株予約権の目的である株式の数の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で

適切に新株予約権の目的となる株式の数の調整を行うものとする。

なお、上記の調整は、新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われることとする。

　（注）２．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりとする。

ａ．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、保有する新株予約権の行使の時点にお

いて当社の子会社における取締役の地位になければならない。但し、当社取締役会で認める場合はこの限りで

はない。

ｂ．新株予約権者が、当社又は当社の子会社の取締役会の事前の承諾なくして、他社の役職員に就任し、もしくは就

任することを承諾した場合又は当社もしくは当社の子会社の事業と直接的もしくは間接的に競合する事業を

営んだ場合には、新株予約権者は新株予約権を行使できないものとする。

ｃ．新株予約権者に法令又は当社もしくは当社の子会社の内部規律に対する重大な違反行為があった場合、新株予

約権者は新株予約権を行使できないものとする。

ｄ．新株予約権者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をすることができないものとする。
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ｅ．新株予約権者が死亡した場合には、新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することはできない。

ｆ．新株予約権の１個を分割して行使することはできない。

ｇ．その他の新株予約権の行使の条件は、当社取締役会決議に基づいて、当社及び新株予約権者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところによる。

　（注）３．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりとする。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（これらを総

称して、以下「組織再編行為」という。）を行う場合においては、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において

新株予約権を保有する新株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イ乃至ホに掲げる株式会社（以下「再編

対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存する新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

ａ．交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生日の直前の時点において新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数とする。

ｂ．新株予約権の目的である株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

ｃ．新株予約権の目的である株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「株式の数」に準じて決定する。

ｄ．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整した再

編後の行使価額に上記ｃ．に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じ

て得られる金額とする。

ｅ．新株予約権を行使することができる期間

交付される新株予約権を行使することができる期間は、上記「新株予約権の行使期間」に定める期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行

使することができる期間の満了日までとする。

ｆ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

イ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げることとする。

ロ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記イ．の資本金等増加

限度額から上記イ．に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

ｇ．新株予約権の取得事由及び行使の条件

新株予約権の取得事由及び行使の条件は、下記及び上記（注）２．の定めに準じて、組織再編行為の際に当社

取締役会で定める。

イ．当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合には、取締役

会決議がなされた場合）、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総会

で承認された場合（株主総会決議が不要の場合には、取締役会決議がなされた場合）には、当社は、当社取締

役会が別途定める日の到来をもって、行使されていない新株予約権を無償で取得することができる。

ロ．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）が上記（注）２．により、新株予約権を

行使することができなくなった場合には、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予

約権者の有する新株予約権を無償で取得することができる。

ハ．新株予約権者が書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合には、当社は、当社取締

役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償で取得することができる。

ｈ．譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社取締役会の承認を要する。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

　該当事項はありません。
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第４【その他の記載事項】
 

　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

第１【公開買付けの概要】
 

　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
 

　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
 

　該当事項はありません。
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第三部【追完情報】
 

１．事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第２期）に記載された「第一部　企業情報　第２　事業の状況　４　事業

等のリスク」について、有価証券報告書提出日（平成22年６月30日）以後、本有価証券届出書提出日（平成22年６月30日）

までの間において変更その他の事由は生じておりません。

　なお、当該有価証券報告書に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（平成22年６月30日）現在にお

いて変更の必要はないものと判断しております。
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第四部【組込情報】
 

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 有価証券報告書
事業年度
（第２期）

　自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日

平成22年６月30日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して提出した

データを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）Ａ４－１

に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
 

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
 

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

大塚ホールディングス株式会社(E21183)

有価証券届出書（組込方式）

17/26



　 独立監査人の監査報告書 　

   平成21年６月26日

大塚ホールディングス株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北　 地 　達　 明    ㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三  澤  幸  之  助 　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木 　村 　研　 一    ㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大塚ホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大塚ホー

ルディングス株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報

　１． 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社の連結子会社である大塚製薬株式会社は、平成21年４月

４日にブリストル・マイヤーズスクイブ社と抗精神病薬「エビリファイ」の米国における開発・商業化に関する

契約期間を平成24年11月から平成27年４月まで延長する旨及び「エビリファイ」の米国での売上高に対して大塚

製薬株式会社が受け取る分配金を平成22年１月から増加させる旨の契約を締結した。これに伴い、大塚製薬株式会

社は契約一時金として４億ドルを平成21年４月に受け取った。当該一時金は、長期前受収益に計上し、平成22年１月

以降契約期間満了日までの期間にわたって収益認識することとした。

　２． 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成21年５月８日開催の取締役会において、株式分割

を行うことを決議した。

　３． 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成21年５月８日において、会社を完全親会社とし、

大塚化学ホールディングス株式会社を完全子会社とする株式交換契約（株式交換期日平成21年７月１日）を締結

した。また、当該株式交換契約は平成21年６月26日開催の定時株主総会において承認された。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が
別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

   平成22年６月29日

大塚ホールディングス株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北　 地 　達　 明    ㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三  澤  幸  之  助 　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木 　村 　研　 一    ㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大塚ホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大塚ホー

ルディングス株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．事業の種類別セグメント情報の（注）７．に記載されているとおり、会社は事業区分の方法の変更を行っている。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年６月29日開催の定時株主総会において資本準備金の減少を

決議している。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に準じた監査証明を行うため、大塚ホールディングス株式会社の

平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制

報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性

がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、大塚ホールディングス株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が
別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

大塚ホールディングス株式会社(E21183)

有価証券届出書（組込方式）
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　 独立監査人の監査報告書 　

   平成21年６月26日

大塚ホールディングス株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北   地   達 　明    ㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三  澤  幸  之  助　 ㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木 　村 　研　 一    ㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大塚ホールディングス株式会社の平成20年７月８日から平成21年３月31日までの第１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大塚ホール

ディングス株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報

　１． 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成21年５月８日開催の取締役会において、株式分割

を行うことを決議した。

　２． 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成21年５月８日において、会社を完全親会社とし、

大塚化学ホールディングス株式会社を完全子会社とする株式交換契約（株式交換期日平成21年７月１日）を締結

した。また、当該株式交換契約は平成21年６月26日開催の定時株主総会において承認された。

　３． 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成21年５月８日において、大塚化学ホールディング

ス株式会社が株式管理事業に関して有する権利義務の一部を同社から承継する吸収分割契約（分割期日平成21年

８月１日）を締結した。また、当該吸収分割契約は平成21年６月26日開催の定時株主総会において承認された。
　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

大塚ホールディングス株式会社(E21183)

有価証券届出書（組込方式）
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　 独立監査人の監査報告書 　

   平成22年６月29日

大塚ホールディングス株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北   地   達 　明    ㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三  澤  幸  之  助　 ㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木 　村 　研　 一    ㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大塚ホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大塚ホール

ディングス株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年６月29日開催の定時株主総会において資本準備金の減少を決

議している。
　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

次へ

EDINET提出書類

大塚ホールディングス株式会社(E21183)

有価証券届出書（組込方式）
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　本報告書「第５　経理の状況　２　財務諸表等　(3）その他」に記載いたしました、大塚製薬㈱の最近連結会計年度に係る

連結財務諸表及び最近事業年度に係る財務諸表に関する監査報告書を添付します。

　

次へ

EDINET提出書類

大塚ホールディングス株式会社(E21183)

有価証券届出書（組込方式）
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　 独立監査人の監査報告書 　

   平成21年６月26日

大塚製薬株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北　 地　 達　 明    ㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三  澤  幸  之  助 　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木 　村 　研　 一    ㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大塚製薬株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大塚製薬

株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成21年４月４日にブリストル・マイヤーズスクイブ社

と抗精神病薬「エビリファイ」の米国における開発・商業化に関する契約期間を平成24年11月から平成27年４月まで延

長する旨及び「エビリファイ」の米国での売上高に対して会社が受け取る分配金を平成22年１月から増加させる旨の契

約を締結した。これに伴い、会社は契約一時金として４億ドルを平成21年４月に受け取った。当該一時金は、長期前受収益

に計上し、平成22年１月以降契約期間満了日までの期間にわたって収益認識することとした。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が
別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

次へ

EDINET提出書類

大塚ホールディングス株式会社(E21183)

有価証券届出書（組込方式）
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　 独立監査人の監査報告書 　

   平成22年６月29日

大塚製薬株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北　 地 　達　 明    ㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三  澤  幸  之  助 　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木 　村 　研　 一    ㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大塚製薬株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大塚製薬

株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　事業の種類別セグメント情報の（注）７に記載されているとおり、会社は事業区分の方法の変更を行っている。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

次へ

EDINET提出書類

大塚ホールディングス株式会社(E21183)

有価証券届出書（組込方式）
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　 独立監査人の監査報告書 　

   平成21年６月26日

大塚製薬株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北　 地　 達　 明    ㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三  澤  幸  之  助 　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木 　村 　研　 一    ㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大塚製薬株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大塚製薬株式

会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。
　
追記情報

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成21年４月４日にブリストル・マイヤーズスクイブ社

と抗精神病薬「エビリファイ」の米国における開発・商業化に関する契約期間を平成24年11月から平成27年４月まで延

長する旨及び「エビリファイ」の米国での売上高に対して会社が受け取る分配金を平成22年１月から増加させる旨の契

約を締結した。これに伴い、会社は契約一時金として４億ドルを平成21年４月に受け取った。当該一時金は、長期前受収益

に計上し、平成22年１月以降契約期間満了日までの期間にわたって収益認識することとした。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が
別途保管しております。
２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

   平成22年６月29日

大塚製薬株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北　 地 　達　 明    ㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三  澤  幸  之  助 　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木 　村 　研　 一    ㊞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大塚製薬株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大塚製薬株式

会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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